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第３章 農業構造 

１ 担い手の動向 

 

(1) 農業経営体1の動向 

ア 農業経営体数と就業構造 

（個人経営体が大半を占める本道の農業経営体） 

 令和７年（2025年）の本道の農業経営体は２万9,199経営体で、令和２年（2020年）に比べ5,714経

営体（16.4％）減少しました。このうち個人経営体2は２万4,748経営体で、令和２年（2020年）に比

べ5,818経営体（19.0％）減少しましたが、農業経営体の84.8％と、本道の農業経営体の大半を占めて

います。法人経営体や農作業の受託組織等を含む団体経営体3は4,451経営体で、農業経営体に占める

割合は15.2％と、令和２年（2020年）に比べ2.7ポイント増加しました。 

 また、個人経営体のうち主業経営体4は１万8,063経営体で、令和２年（2020年）に比べ3,847経営体

（17.6％）減少、準主業経営体5は623経営体で、令和２年（2020年）に比べ225経営体（26.5％）減少

し、副業的経営体 6は6,062経営体で、令和２年（2020年）に比べ1,746経営体（22.4％）減少しまし

た。 

 

図表3-1-1 農業経営体数の推移（北海道） 

（単位：経営体、％） 

区分 農業経営体 
個人 

経営体 

 団体 

経営体 

 

主業経営体 準主業経営体 副業的経営体 法人経営体 

R2年 
 34,913 30,566 21,910 848 7,808 4,347 4,047 

 構成比 87.5 71.7 2.8 25.5 12.5 93.1 

7 
 29,199 24,748 18,063 623 6,062 4,451 4,250 

構成比 84.8 73.0 2.5 24.5 15.2 95.5 

増減率 

(R7/R2) 
▲16.4 ▲19.0 ▲17.6 ▲26.5 ▲22.4 2.4 5.0 

資料：農林水産省「農林業センサス」 

  注：統計表の数値については、集計値の原数を四捨五入しており、合計値と内訳の計が一致しないため、構成比が100と

ならない。 

 

 

 

 
1 農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生産又は作業に係る面積・頭羽数が、「経営耕地面積が 30 アール以上の規模の農

業」、「農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数、その他の事業の規模が一定の基準以上の農業」、「農作業の受託の事業」のいず

れかに該当する事業を行う者。 
2 個人（世帯）で事業を行う経営体をいう。なお、法人化して事業を行う経営体は含まない。 
3 個人経営体以外の経営体をいう。 
4 農業所得が主（世帯所得の 50％以上が農業所得）で、調査期日前１年間に自営農業に 60 日以上従事している 65 歳未満の世帯員がいる個

人経営体。 
5 農外所得が主（世帯所得の 50％未満が農業所得）で、調査期日前１年間に自営農業に 60 日以上従事している 65 歳未満の世帯員がいる個

人経営体。 
6 調査期日前１年間に自営農業に 60 日以上従事している 65 歳未満の世帯員がいない個人経営体。 
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（経営規模の大きい農業経営体が増加傾向） 

 経営耕地面積規模別の農業経営体数の推移をみると、100ha以上では平成27年（2015年）の1,168経

営体が令和２年（2020年）には1,372経営体まで増加し、令和７年（2025年）は1,479経営体となるな

ど、経営規模の大きい農業経営体の割合が増加しています。 

 

図表3-1-2 経営耕地面積規模別経営体数の推移（北海道） 

 

 

資料：農林水産省「農林業センサス(H27,R2,R7)」、「農業構造動態調査(R4～6)」（各年２月１日現在） 7 

 

（高齢農業従事者割合が増加）  

 令和７年（2025年）の個人経営体の世帯員である基幹的農業従事者8は５万7,655人で、令和２年

（2020年）に比べ１万2,988人（18.4％）減少しました。 

 年齢階層別にみると、65歳以上が全体に占める割合は42.0％で、令和２年（2020年）に比べ1.5ポイ

ント増加しておりますが、都府県の71.2％を大きく下回っています。 

 

図表3-1-3  基幹的農業従事者数（個人経営体）の年齢別構成比の推移（北海道） 

                                                                             （単位：人、％） 

区 分 計 39歳以下 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上 

R2年 70,643 
10,097 10,242 12,889 8,785 28,630 

(14.3) (14.5) (18.3) (12.4) (40.5) 

7 57,655 
7,775 9,487 9,824 6,378 24,191 

(13.5) (16.5) (17.0) (11.1) (42.0) 

増減率 

（R7/R2） 
▲18.4 ▲23.0 ▲7.4 ▲23.8 ▲27.4 ▲15.5 

都府県 

R7年 
978,573 

44,482 68,381 89,966 78,624 697,120 

(4.5) (7.0) (9.2) (8.0) (71.2) 

 資料：農林水産省「農林業センサス」 

注：統計表の数値については、集計値の原数を四捨五入しており、合計値と内訳の計が一致しないため、構成比が100と 

ならない。 

 

 
7 農林業センサスの調査対象はすべての農林業経営体であるのに対し、農業構造動態調査は標本調査である。 
8 農業就業人口（自営農業を主な仕事としている世帯員）のうち、普段仕事として主に農業に従事している者。 
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イ 認定農業者9 

（農業経営体の９割以上となる認定農業者） 

 認定農業者制度は、農業者が自らの創意工夫に基づき、経営を改善するために作成した「農業経営

改善計画（５年後の経営目標）」を市町村等が認定するもので、認定を受けた農業者は、経営所得安

定対策の支援対象となるほか、農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）の低利融資、税制上の特例

措置（農業経営基盤強化準備金）、農業者年金の保険料支援などの支援措置の対象となります。 

 令和７年（2025年）の認定農業者数は２万6,296経営体で、離農などによって、前年に比べ677経営

体（2.5％）減少しましたが、農業経営体に対する認定農業者の割合は90.1％で、前年に比べ3.6ポイ

ント増加しています。 

また、認定農業者のうち法人経営体の数は4,023経営体で、前年に比べ67経営体（1.7％）増加し、

近年増加傾向で推移しています。 

 

図表3-1-4 認定農業者数の推移（北海道） 

 
資料：農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」、北海道農政部調べ 

注：１）農業経営体数は各年２月１日現在、認定農業者数は各年３月末現在。 

２）（ ）は、農業経営体数に対する認定農業者数の割合。 

 
9 経営改善を図ろうとする農業者が農業経営基盤強化促進法に基づく農業経営改善計画を作成し、市町村等の認定を受けた者。 

34,200 33,000 32,300 31,200 29,199
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農業経営体 認定農業者 認定農業者のうち法人経営体
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ウ 農業法人10
 

（年々増加する農地所有適格法人11） 

 農業経営の法人化は、経営の高度化や安定的な雇用の確保、円滑な経営継承など持続的な経営の発

展が期待されるとともに、複数の経営体が経営を統合した大型の法人経営体では、地域内の農作業の

受託や離農者の農地の集積のほか、就農希望者の研修受入れや就農支援など、公益的な機能を発揮す

る事例もみられます。 

 こうした中、農地を所有して農業を営む農地所有適格法人は年々増加しており、令和７年（2025

年）は4,222経営体で、前年に比べ100経営体（2.4％）増加しました。 

 

図表3-1-5 農地所有適格法人数の推移（北海道） 

 

資料：農林水産省「農地法の施行状況等に関する調査」（各年１月現在） 
 注：「農地法の施行状況等に関する調査」では、調査時点において一時休業している法人も含んでいる。 
 

一方、農産物の加工・販売や農作業の受託などの関連事業に取り組む農地所有適格法人について

は、令和７年（2025年）は937経営体で、全体の約２割を占めています。 

 

図表3-1-6  農業関連事業に取り組む農地所有適格法人数（北海道） 

区     分 
法 人 数（構成比） 

H17年 22 27 R2 4 5 6 7 

農地所有適格法人数 2,182 2,642 3,045 3,716 3,889 4,045 4,122 4,222 

うち関連事業を実施する法人数 
335 426 607 918 905 898 938 937 

(15.4%) (16.1%) (19.9%) (24.7%) (23.3%) (22.2%) (22.8%) (22.2%) 

 

農 畜 産 物 の 加 工 製 造 137 198 381 558 469 411 421 390 

農畜産物の貯蔵・運搬・販売 109 173 360 577 367 484 463 500 

農 業 生 産 資 材 の 製 造 37 58 85 118 72 50 46 43 

農 作 業 の 受 託 155 161 159 333 286 399 421 439 

農 村 滞 在 型 余 暇 活 動 － 34 34 47 35 35 40 34 

資料：農林水産省「農地法の施行状況等に関する調査」（各年１月現在） 
 注：１経営体が２以上の事業に取り組んでいる場合もあるため、事業ごとの法人数の合計は、「関連事業を実施する法人 

数」と一致しない。 

 
10 農業を営む法人の総称で、農地等の利用の有無にかかわらない。 
11 農地法第２条第３項の規定に適合し、農地の所有権や賃借権等の権利を取得できる法人。農地を所有できる法人であることを明確にする

ため、平成 28 年４月の農地法改正により、要件を満たす法人の呼称が「農業生産法人」から「農地所有適格法人」に変更された。 
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（農業経営相談所が法人化・経営継承をサポート） 

 公益財団法人北海道農業公社（以下「北海道農業公社」という。）では、農業経営の法人化や経営

継承を推進するため、農業経営相談所を設置し、専任職員が農業経営者からの相談に対応するととも

に、税理士等の専門家による指導・助言を行っています。 

また、地域において農業経営セミナーや個別相談会を開催し、農業経営者へのサポートに取り組ん

でいます。 

 

エ 新規就農者 

（農家出身者が大きく減少） 

平成22年（2010年）以降、新規就農者数は減少傾向で推移しており、令和６年（2024年）は372人

で、前年より35人（8.6％）減少し、過去最低となりました。 

このうち、農家出身で学校卒業後や研修後に就農した「新規学卒就農者」は122人、農家出身で他産

業に従事した後に就農した「Ｕターン就農者」は130人、自ら農地を取得するなどして新たに農業経営

を開始した「新規参入者」は120人となっており、農家出身者が全体の約７割を占めています。 

近年は、他産業の雇用情勢の持ち直しなどにより、特に農家出身者の新規就農者が大きく減少して

います。 

 

図表 3-1-7 新規就農者数の推移（北海道） 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 

   注：新規就農者数は、新規学卒就農者、Ｕターン就農者、新規参入者の合計。 
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令和６年（2024年）の新規就農者を経営形態別にみると、畑作が30.9％、稲作が22.6％、酪農が

17.7％、野菜が20.2％となっています。これを新規参入者に限ってみると、比較的小規模からでも経

営開始が可能な野菜の割合が45.0％と最も多く、次いで酪農が18.3％、畑作が11.7％となっていま

す。また、新規参入者の55.0％が道内出身者となっています。 

 就農時の年齢は、新規参入者の51.7％が30歳代以下、85.9％が40歳代以下で、Ｕターン就農者では

88.5％が30歳代以下、97.7％が40歳代以下となっており、いずれも若い年齢層が中心となっていま

す。 

 農業従事者の減少と高齢化が進行する中、本道農業・農村の持続的な発展のためには、新規就農者

の確保・定着を図り、次世代の農業者を始め多様な担い手が活躍できる農業・農村を築いていくこと

が重要となっています。 

 

図表3-1-8 経営形態別新規就農者数（北海道） 

（単位：上段 人、下段 ％） 

区  分 稲作 畑作 酪農 肉牛 野菜 花き 養鶏 養豚 果樹 軽種馬 その他 合計 

R6年 
84 115 66 11 75 6 2 0 7 0 6 372 

22.6 30.9 17.7 3.0 20.2 1.6 0.5 0.0 1.9 0.0 1.6 100.0 

 

新規学卒 ① 
31 51 25 1 10 0 2 0 0 0 2 122 

25.4 41.8 20.5 0.8 8.2 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 1.6 100.0 

Ｕターン ② 
44 50 19 2 11 2 0 0 1 0 1 130 

33.8 38.5 14.6 1.5 12.1 1.5 0.0 0.0 0.8 0.0 0.8 100.0 

①＋② 
（農家出身者） 

75 101 44 3 21 2 2 0 1 0 3 252 

29.8 40.1 17.5 1.2 8.3 0.8 0.8 0.0 0.4 0.0 1.2 100.0 

新規参入 
9 14 22 8 54 4 0 0 6 0 3 120 

7.5 11.7 18.3 6.7 45.0 5.3 0.0 0.0 5.0 0.0 2.5 100.0 

R5年 
86 132 75 14 75 5 0 0 12 1 7 407 

21.1 32.4 18.4 3.4 18.4 1.2 0.0 0.0 2.9 0.2 1.7 100.0 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 

 

図表3-1-9 出身地別の新規参入者数（北海道） 

                              （単位：上段 人、下段 ％） 

区  分 北海道 東 北 北 陸 関 東 東 海 近 畿 中 国 四 国 九 州 他・不明 合 計 

S45～R6の累計 
1,603  93  34  560  143  305  62  24  82  187 3,093  

51.8  3.0  1.1  18.1  4.6  9.9  2.0  0.8  2.7  6.0 100.0  

R6年 
66  2  1  21  8  3  1  1  2  15 120 

55.0  1.7  0.8  17.5  6.7  2.5  0.8  0.8  1.7  12.5 100.0 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 

 

図表3-1-10 就農時年齢別の新規参入者数（北海道） 

                               （単位：上段 人、下段 ％） 

区 分 29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 不 明 合 計 

直近５年 
88  244  197  35  25  19  608 

14.5  40.1  32.4  5.8  4.1  3.1  100.0 

R6年 
12  50  41  7  9  1  120 

10.0  41.7  34.2  5.8  7.5  0.8  100.0 

S45～R6の累計 - - - - - - 3,093 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 
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図表3-1-11 就農時年齢別のＵターン就農者数（北海道） 

                                     （単位：上段 人、下段 ％） 

区 分 29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 不 明 合 計 

直近５年 
435  303  97  17  8  1  861 

50.5  35.2  11.3  2.0  0.9  0.1  100.0 

R6年 
73  42  12  3  0  0  130 

56.2  32.3  9.2  2.3  0.0  0.0  100.0 

S45～R6の累計 - - - - - - 6,979 

資料：北海道農政部「新規就農者実態調査」 

 注：Ｕターン就農者の人数は平成６年（1994年）から調査項目に追加。 
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～ 根釧酪農ビジョンの推進に向けた担い手確保の取組（釧路） ～  

 

釧路・根室管内では、市町村長や農協組合長が一堂に会

し、農業関係団体などからも幅広く意見を伺いながら、平成

27年（2015年）２月に「根釧酪農ビジョン」を策定し、酪農

生産基盤の強化に取り組んできました。 

策定から10年が経過する中で、農家戸数の減少のほか、高

温・自然災害への対応、物流など新たな課題も顕在化してい

ます。こうした状況を踏まえ、「草地型（循環型）酪農の推

進」「多様な担い手・人材の育成・確保」「高付加価値化の推

進と新たな可能性の追求」を３本柱として、令和７年（2025年）２月にビジョンを改訂しまし

た。 

 

各組織においてビジョンに沿った活動が主体的に進められる中、釧路総合振興局では、地域の

関係機関と連携し、「多様な担い手・人材の育成・確保」に向けた独自の取組を行っています。

特に、酪農の担い手確保に向けて、都市部の人材や将来の担い手候補となる学生への情報発信な

どに取り組みました。 

① 釧路「酪農」相談会の開催 

首都圏在住の方に釧路地域の酪農の特徴や魅力を知ってもらい、新

規就農につなげることを目的として開催しました。インターンシップ

制度などの情報提供を行うとともに、管内産牛乳やアイスクリームの

試食も行い、当日は156人が来場しました。 

② 農業系学校への学校訪問 

将来の担い手候補となる学生へのアプローチとして、農業系学校へ

の訪問を行いました。道内５校のほか、関東13校、関西７校、四国７

校、東海１校、東北１校を訪問し、就農・就業支援対策についてＰＲ

を行いました。 

③ 釧路魅力発信フェアの開催 

札幌圏在住者や本州から観光に訪れる方に、釧路地域への移住や酪農を仕事とするという選

択肢を知ってもらうことを目的に開催しました。 

市町村の担い手担当者が、酪農や釧路での暮らしの魅力について、パネル展示や動画、パン

フレットを用いてＰＲを行い、当日は約500人が来場しました。 

 

今後も根釧酪農ビジョンに掲げた３本柱に基づき、関係機関がそれぞれの役割を主体的に果た

しながら、具体的な取組を進めていきます。 

 

 

  

根釧酪農ビジョン推進会議の様子 

釧路魅力発信フェアポスター 
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（就農希望者を支援する担い手育成センター） 

 北海道農業公社に設置されている北海道農業担い手育成センターは、道や市町村（地域担い手育成

センター）、農業関係団体と連携の下、意欲と能力を備えた担い手の育成・確保に向け、総合的な支

援を行っています。 

 就農希望者が本道での新規就農を検討する際の手掛かりを得られるよう、北海道農業担い手育成セ

ンターでは「北海道de農業をはじめるサイト」を開設し、就農までのステップや農業研修生を受け入

れる市町村の情報などを発信しています。 

また、道内で新規就農フェアを開催しているほか、道外の新規就農フェアに出展ブースを設け、地

域担い手育成センターと連携して新規就農者の確保に取り組むとともに、相談窓口を常設し、就農コ

ーディネーターが就農希望者の相談に応じ、研修先に関する情報提供やあっせんを行っています。 

このほか、研修生の事故発生時における傷害補償など、地域での受入促進と環境整備に向けたきめ

細かな支援を行っています。 

 地域担い手育成センターでは、研修生や研修生を受け入れ指導する農業者に対する支援のほか、農

業体験のための宿泊・実習施設の整備や滞在経費への助成など独自の取組を行っています。 

 

図表3-1-12 北海道農業担い手育成センターへの相談者数 

                         （単位：人） 

年度 道内 道外 計 
 

うち女性 

R2 305 239 544  140 

3 226 291 517  132 

4 281 306 587  162 

5 238 237 475  142 

6 228 347 575 201 

資料：北海道農業公社調べ 

 注：新規就農相談及び農業体験実習相談の計。 
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R7 石狩管内新規就農者のための情報交換

 

新規就農者による情報提供 グループディスカッションの様子 参加者による集合写真 

～指導農業士・農業士会と連携した新規就農者確保の取組（石狩）～ 

石狩管内では農家戸数の減少が続いており、地域農業を維持・発展させていくためには、新規

就農者の確保が重要な課題となっています。このような背景を踏まえ、石狩管内指導農業士・農

業士会では、農業研修生や新規就農者に積極的な関わりを持ちながら新規就農者の定着につなげ

るため交流機会の創出に取り組んでいます。 

石狩振興局では指導農業士・農業士会と連携した取組の一つとして、令和７年（2025 年）12

月に「石狩管内新規就農者のための情報交換会」を開催しました。この情報交換会は平成 29 年

（2017 年）から継続して実施しているもので、当日は農業研修生 12 名、新規就農者５名をはじ

め、指導農業士・農業士、関係機関など、合計 52名が参加しました。 

当日は、新規参入で就農した先輩による講演のほか、指導農業士・農業士とのグループディス

カッションを行いました。参加した農業研修生や新規就農者からは、「近年の猛暑への対策等、

生の声を聞くことができた」「他の研修生と交流を持つことができ、お互い高め合いたい」など

の声が寄せられ、情報交換の場の大切さを改めて感じる機会となりました。 

引き続き、指導農業士・農業士の皆様や関係機関と連携しながら、農業体験ツアーの開催など、

新規就農者の確保に向けた取組を推進していきます。 
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  ～ 新規就農者ネットワーク（日高） ～ 

近年、気候変動や燃油資材費の高騰などの厳しい農業情勢が続き、日高管内では就農１年目か

ら５年目程度の新規就農者が離農する事例も見られることから、農業経営や農村生活の中で抱い

ている疑問や課題を研修会や参加者同士の関わりの中で解決し、新規就農者の定着につなげるこ

とを目的に、日高振興局では新規就農者ネットワークの取組を実施しています。 

令和６年（2024年）のキックオフミーティングを経て初めての開催となった令和７年度（2025

年度）は、北海道農業公社等の協力を得ながら、「農業経営セミナー・相談会～新規就農者のた

めの経営管理～」と題し、経営管理に特化したセミナーと希望者への個別相談会を開催しました。 

［開催概要］ 

 ○月日：令和７年（2025年）12 月９日 

 ○場所：日高生産連ビル３階会議室（新ひだか町） 

 ○参集：新規就農者とその関係者を含め約 30名 

参加者からは「大変勉強になった」「今まで曖昧だ

った部分がよりはっきり理解できた」などの意欲的

な声や課題解決に向けた活発なやりとりが聞かれま

した。 

今後も、新規就農者などの意見を参考に開催内容や形式を検討しながら、ネットワークの取組

を継続していきます。  

セミナーの様子 
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（農業の担い手を育成する農業大学校） 

 道立農業大学校は、農業・農村の発展を支える優れた人材を育成するため、学生を対象とした養成

課程、研究課程と、広く農業者や指導機関・団体の職員を対象とした研修部門を設置し、最新のスマ

ート農業機械等も活用しながら、農業経営に必要な知識・技術の習得に向けた実践教育と研修を行っ

ています。  

 養成課程には、畜産経営学科と畑作園芸経営学科があり、１年次には、教養科目や専門科目の授業

のほか、農場や牛舎で実習を行い、２年次には、学生が自ら学習テーマを設定し、計画立案から実

践、成果の取りまとめまでを主体的に行うプロジェクト学習に取り組みます。令和８年（2026年）４

月には、これまで外部機関へ運営を委託してきた研修部門の稲作経営専攻コースに代えて、養成課程

に稲作経営学科を新設し、教育の一層の充実を図ることとしています。 

養成課程卒業後の進路でもある研究課程では、経営者としての手腕を高めるための講義や実習に加

え、実際の経営現場で活かせる判断力や実践力・経営感覚を養うために、先進事例調査や少人数ゼミ

による演習、マーケティングを含む実践的学習などを行います。 

 研修部門では、若手農業者や新規参入者等が栽培技術や経営管理を学ぶ一般研修と、農業機械の基

本操作や作業免許の取得が可能な農業機械研修を実施しています。 

 

図表3-1-13 農業大学校の学科及び研修（令和８年度（2026年度）以降） 
 

課程・部門 学   科 コース・専攻 定員 修業年限 

養 成 課 程 
畜産経営学科 
畑作園芸経営学科 

乳牛・肉牛 
畑作・野菜 

60人 
２年 

稲作経営学科 稲作 10人 

研 究 課 程 農業経営研究科 
畜産専攻 
畑作専攻 

10人 ２年 

研 修 部 門 

一 般 研 修 

・新規参入者研修（研修生コース） 

・農業経営者育成研修 

（栽培経営基礎コース・農業経営分析コース） 
・農業簿記通信講座 

農業機械研修 

・農業機械研修 

トラクター基本操作、スキルアップ、プラ

ンニング 

・技能講習 

フォークリフト運転、車両系建設機械（整

地等）運転、玉掛け、小型移動式クレーン

運転、ガス溶接、アーク溶接 

 
 
 卒業生の多くは、道内各地で地域の中核的な農業の担い手として活躍しており、令和７年度（2025

年度）は、全体の68％が卒業後直ちに就農したほか、研究課程への進学や農業系４年制大学への編入

後の就農見込み等を含めると、83％が就農する見通しとなっています。  
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図表3-1-14 農業大学校の進路状況 

（単位：人） 

区   分 R2年度 3 4 5 6 7 

ア 卒業者総数 76 59 64 61 58 53 

 

イ 就 農 57 37 41 36 34 36 

ウ 継続研修 1 0 0 0 0 2 

エ 進 学 6 9 10 7 9 6 

オ 農業関連 9 12 10 15 14 7 

 
農業協同組合 1 3 2 6 1 2 

農業団体・企業 8 9 8 9 13 5 

カ 農業関連以外 3 1 3 3 1 2 

即時就農率（％） イ／ア×100 75.0  62.7  64.1  59.0  58.6  67.9 

就農率（％） 

   （イ＋ウ＋エ）／ア×100 
84.2  78.0  79.7  70.5  74.1  83.0 

資料：北海道農政部「道立農業大学校の概要」 
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オ 女性農業者 

（農業従事者の約４割を占める女性農業者） 

 本道の農業従事者のうち約４割は女性です。女性農業者は、農業経営や地域の活性化にも重要な役

割を担っています。 

 

図表3-1-15 年齢別農業従事者数（個人経営体）（北海道・令和７年（2025年）） 

                                                    （単位：人） 

区 分 39歳以下 40～64歳 65歳以上 計 

男女計 7,775 25,689 24,191 57,655 

男 5,435 14,559 13,575 33,569 

女 2,340 11,130 10,616 24,086 

女性比率 30.1% 43.3% 43.9% 41.8% 

資料：農林水産省「2025年農林業センサス」 

 

 家族経営協定は、家族内での十分な話合いに基づき、経営方針や役割分担、就業条件、就業環境等

を取り決めるものですが、道内の締結数は令和７年（2025年）３月末時点で5,123件となっており、主

業経営体１万8,063経営体に対する割合は増加傾向にあるものの、28.4％にとどまっています。 

 

図表3-1-16 家族経営協定の締結状況（北海道） 

                                                                         （単位：経営体、件） 

区 分 H17年 31 R2 3 4 5 6 7 

主業経営体数 38,201 24,900 21,910 22,100 21,300 20,600 19,800 18,063 

家族経営協定締結数 4,220 5,770 5,677 5,333 5,314 5,351 5,234 5,123 

比 率 11.0%  23.1%  25.9%  24.1%  24.9%  26.0%  26.4%  28.4%  

資料：農林水産省「農業構造動態調査」（各年２月１日現在）、北海道農政部「家族経営協定実態調査」（各年３月末現在） 
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（農業分野における女性登用の推進） 

令和６年度（2024年度）において、女性の指導農業士は82人、農業士は73人、全道170農業委員会の

女性農業委員は230人、全道98農業協同組合の女性役員は40人、全道74土地改良区（土地改良区連合を

含む。）の女性理事は11人と、それぞれ前年と比べて増加していますが、全国に比べ低い水準となっ

ています。 

 

図表3-1-17 農業委員会、農業協同組合及び土地改良区における女性委員、役員及び理事数 

（単位：組織数、人） 

区 分 
北海道 全国 

R5 R6 R5 R6 

農業委員会数   170 170 1,696 1,696 

農業委員数  a 2,262 2,254 23,051 23,014 

 うち女性 b 229 230 3.247 3,327 

 委員数 b/a 10.1% 10.2% 14.1% 14.5% 

農業協同組合数 98 98 529 507 

役員数  c 1,454 1,449 13,886 13,426 

 うち女性 d 33 40 1,479 1,508 

 役員数 d/c 2.3% 2.8% 10.7% 11.2% 

土地改良区数   74 74 4,168 4,118 

理事数  e 602 608 44,557 43,551 

 うち女性 f 4 11 614 1,136 

 理事数 f/e 0.7% 1.8% 1.4% 2.6% 

資料：農林水産省「農業委員会及び農協の女性登用の促進に関する状況」（３月末） 

   農林水産省「土地改良団体における女性理事登用状況」（３月末） 

 

（女性や高齢者の活躍事例） 

 道では、農業経営の改善や起業、農村生活の充実、地域の振興などに積極的に取り組んでいる女性

農業者や高齢者の活動を表彰し、その活動を広く紹介する「女性・高齢者チャレンジ活動表彰」を実

施しており、令和７年度（2025年度）は、「みそ汁キャラバン隊」（旭川市）とＪＡコスモスの会

（芽室町）が受賞しました。 

 

図表3-1-18 令和７年度（2025年度）女性・高齢者チャレンジ活動表彰受賞者 

区分 市町村 受賞者 活動の概要 

最優秀賞 旭川市 みそ汁キャラバン隊 

（地域社会参画活動） 

・地域の農産物を活用した料理を市民に提供する食育

活動「農家の食卓」を実施。 

・旭川産さつまいもの知名度向上や規格外品の活用を

目的として加工品を開発。 

・若手女性農業者の研修会を企画し、継続的な学びの

場づくりを推進。 

優 秀 賞 芽室町 ＪＡコスモスの会 

（高齢者活動） 

・高齢者が安心して暮らせるような地域を目指し、ボ

ランティアへの協力や、消費者と生産者の交流の場

となっているイベントへの出店など精力的に活動。 
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カ 農外企業 

（増加する農外企業の農業参入） 

 食料品製造・販売業や建設業を営む企業が、原料の安定確保や経営の多角化、閑散期における人材

の有効活用などを目的に、農業に参入する事例が増加しています。 

企業が農地を利用するためには、自ら又は農業者と共同で農地所有適格法人を設立して農地を所有

する方法と、企業が一般法人として農地を賃借する方法があり、令和６年度（2024年度）で農外企業

が設立した農地所有適格法人は262経営体、一般法人は106経営体となっています。 

 こうした農外企業の農業参入は、民間の経営力や資本力を活かした多様な担い手の確保につながる

ほか、企業と農業者が共同で食品加工分野を立ち上げるなど有機的なつながりに発展する例もみられ

ます。 

 

図表3-1-19  農外企業等の農業への参入状況の推移（北海道） 

区    分 H17年度 22 27 R2 3 4 5 6 

農地所有

適格法人 

経営体数（農外企業等

が設立又は一部出資） 
65 119 182 234 241 245 253 262 

上記との関連企業数 83 154 220 290 305 307 317 323 

一般法人 
参入件数 

（農地の賃借） 
－ 30 72 90 101 109 111 106 

資料：北海道農政部調べ（令和２年度(2020年度)以前は９月現在、令和３年度(2021年度)より１月現在） 

注：１）関連企業は、次の区分の企業。 

①既存の農地所有適格法人に出資している企業 

②新たに農地所有適格法人を設立した（一部出資含む）企業 

③企業関係者（経営者･役員等）が農地所有適格法人の構成員になっている企業 

④既存の関連会社を農地所有適格法人化した企業  

   ２）一般法人には、農地所有適格法人を含まない。 

 

 また、農外企業の農業参入を推進するため、道の「農業経営・企業連携サポート室」では、企業か

らの相談に応じるほか、企業と地域のマッチングなどに取り組んでおり、令和７年度（2025年度）は

38件の相談に対応しました。 

 

  

図表3-1-20  農業経営・企業連携サポート室の相談対応件数の推移 

区分 H29 30 R1 2 3 4 5 6 7 

件数 106 101 36  32 20 27 35 33 38 

資料：北海道農政部調べ（各年度末現在） 
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～ 農村等と企業の連携に向けた取組 ～ 
  

道では、企業と地域が連携することにより、企業には職員の意識向上や商品開発のきっかけ、

地域貢献などを、地域には農山漁村の活性化に効果がもたらされることを期待し、「企業の農業

参加」を推進しています。 

令和７年度（2025年度）にはその取組の一環として、「企業の農業参加等連携促進セミナー」

と「農業体験バスツアー」を開催しました。 

 

【企業の農業参加等連携促進セミナー】 

職員研修に農作業を取り入れて地域との交流を深め

ている事例について、企業（ＴＯＰＰＡＮ株式会社）、

受入地域（帯広市川西農業協同組合）からそれぞれ紹

介するセミナーを開催しました。事例発表後の各種相

談では、参加者から「企業の農業参加」に向けた積極

的な質問や相談などがありまし

た。                                           

                                            

【農業体験バスツアー】 

富良野市、新篠津村及び帯広市の３市村で農業体験

バスツアーを開催しました。 

帯広市のツアーでは、農業者に広告関係、ＩＴ関係

といった企業の農業体験を受け入れていただき、長い

もの収穫体験等を行いました。 

また、それぞれのバスツアーでは、農業を体験して

もらうだけでなく、地域の観光スポットを巡り、地元

産の農産物を活用した昼食を用意するなど、地域の特

色や魅力などを知っていただける取組となりました。 
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帯広畜産大学での就農・就職相談会 

(2) 担い手を支える多様な人材 

ア 雇用人材の確保  

（様々な取組が進む雇用人材の確保） 

 本道の農業は、春の定植時や秋の収穫といった限られた時期に作業が集中する一方、冬期の作業は

限られるため、パートやアルバイト等の短期雇用人材が欠かせない存在となっていますが、近年、農

村地域においては人口減少や高齢化が進み、これらの人材を確保することが困難になっています。 

 こうした中、１日単位で農業者と働き手をつなぐアルバイトアプリが開発され、会社員や主婦・主

夫、学生等の利用が増加しています。 

 また、農業の繁閑期が異なる道外産地との雇用人材の融通や、定年退職自衛官の農業分野への再就

職を支援するなど人材の確保に向けた様々な取組が進められています。 

 

～ 関係機関と連携して十勝農業の魅力を発信（十勝) ～ 

 十勝総合振興局では、農業の担い手確保、労働力の確保に向け、社会人や異業種からの転職希

望者等を対象として「農業を職業の一つとして認知してもらう」ことを目的に、令和７年（2025

年）に市町村や農業団体、大学などと協力し、農業の仕事説明会や就農・就職相談会、バスツア

ーなどを実施しました。 

６月と７月には、農業の仕事に関心をもってもらうために、ハローワーク帯広や市町村と協力

し、社会人を対象とした「農業のお仕事説明会」を計４回開催し、十勝農業の概要、農業の仕事

の紹介や各市町村の新規就農に向けた支援体制を説明しました。 

また、７月には管内６町と普及センター、農業団体と協力し、帯広畜産大学で「就農・就職相

談会」を開催しました。相談ブースには多くの学生が訪れ、質問が飛び交う活気溢れる場となり

ました。 

８月には、農業を肌で感じてもらうため、新得町や新得町農協と協力し、にんじん選果施設や

大規模酪農法人、畜産試験場を巡る「農業体感ツアー」を実施しました。参加者からは、このよ

うな機会があれば是非参加したいといった声がありました。 

12月には一般住民の方々に「１日農業アルバイト」を知ってもらうため、農業団体と協力し、

帯広畜産大学で「１日農業アルバイト説明会」を開催し、アルバイトアプリの操作方法などを説

明しました。大半の参加者から１日農業アルバイトをやってみたいとの声を聞くことができまし

た。 

今後も農業担い手の確保に向け、関係機関と連携し、様々な取組を通して十勝農業の魅力を発

信していきます。 

 

 

 

 

  

１日農業アルバイト説明会 にんじん選果施設での作業体験ツアー 
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～ 特別支援学校による農業体験（渡島）～ 

イ 農福連携 

（増加傾向にある農福連携の取組） 

農福連携は、障がい者の農業分野での活躍を通じて、農業経営の発展とともに、障がい者の社会参

画を実現する取組です。福祉の視点で作業環境の整備や待遇改善を行うことで、誰もが働きやすい職

場づくりへのきっかけとなるとともに、作業方法の見直しなどにより作業効率が向上するといった経

営の成長につながる取組でもあります。道内で農福連携に取り組む農業経営体は、令和６年（2024

年）は前年から減少しているものの、近年は増加傾向で推移しています。 

また、国は、令和６年（2024年）６月に食料・農業・農村基本法を改正し、新たに農福連携の推進

について位置付けるとともに、同年６月に改訂した「農福連携等推進ビジョン（令和元年（2019年）

６月策定）」では、令和12年度（2030年度）までに農福連携等に取り組む主体数を12,000以上とする

新たな目標を設定するなど、農福連携を一層推進しています。 

 

図表3-1-21 農福連携に取り組む農業経営体数（北海道） 

（単位：経営体）      

区  分 R2 3 4 5 6 

農業経営体数 130 141 153 178 165 

資料：北海道農政部調べ（各年度末現在） 

 

 

 

 

渡島総合振興局では、農福連携の一環として、令和７年（2025年）９月に特別支援学校高等部

の生徒による「りんごの葉摘み」体験を実施しました。実施に先立ち、生徒の皆さんは、タブレ

ット端末を活用して地域の農業や果樹園について調

べ学習を行うとともに、葉摘み作業の動画を視聴

し、作業の目的や方法について理解を深めました。 

当日は、「摘む葉が小さくて取るのが難しい」と作

業の難しさを実感する声がある一方で、「またやって

みたい」といった前向きな感想も聞かれ、意欲的に

取り組む姿が見られました。 

今回の体験を通じて、生徒の皆さんが地域の方々

や地域農業に直接触れ、実践的で充実した学びを得

ることに加えて、地域の農業を支える人材の確保へ

とつながっていくことを期待しています。 

 

  

りんごの葉摘み作業を体験する生徒 
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～ 「農福連携技術支援者」の育成・派遣 ～ 
  

 道では、障がい者の農業分野での活躍を通じて、農業経営の発展とともに障がい者の社会参画

を実現する農福連携を推進しています。 

 令和５年度（2023年度）から障がい特性等を踏まえた農福連携の実践手法をアドバイスする

「農福連携技術支援者（農林水産省認定）」を育成する研修を行うとともに、令和６年度（2024

年度）からは、技術支援者を農業現場へ派遣する事業を開始し、これまで19回の派遣を実施しま

した。 

 令和７年（2025年）６月９日に旭川市で行われた派遣事業において、派遣を受けた農業者から

の「障がい者が作業に取り組みやすくなる方法を教えて欲しい。」といった要望に対し、技術支

援者からは「障がい者の特性に合わせ、作業をする人や支援員の配置を見極めると良い。」と助

言され、農福連携の取組現場における課題の解決につながりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

技術支援者（右）による助言の様子 

技術支援者育成研修の様子 
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事例発表の様子 

パネルディスカッションの様子 

～ 酪農と福祉がつながる未来へ （根室）～ 

根室振興局では、管内で進みつつある就労支援施設と酪農現場との農福連携の取組を後押しし、

今後の更なる推進を図るため、農務課と社会福祉課が連携し、令和７年（2025年）12月、根室管

内農福連携セミナーを開催しました。 

当日は農業者、福祉関係者、関係機関・団体など 49 名が参加し、農福連携の事例発表に引き

続き、「酪農と福祉がつながる未来へ～農福連携の新たな可能性～」をテーマにパネルディスカ

ッションを実施しました。 

【事例発表】 

平成 30 年（2018 年）から先駆的に標津町内の酪農家

と農福連携を始めた中標津町の就労支援施設からは、作

業内容や農福双方のメリットなどの発表がありました。 

令和７年（2025 年）から新たに農福連携の取組を開

始した別海町の社会福祉法人からは、取組を始めたきっ

かけや酪農現場での作業内容、受入酪農家の不安解消に

苦労した、などの発表がありました。 

【パネルディスカッション】 

コーディネーターに根釧地域で障がい者就業支援ネットワーク「ぷれん」を主宰する髙谷さふ

み氏を迎え、事例発表者、障がい者を受入れしている標津町の酪農家、就労支援施設と酪農家と

の橋渡しを担う農業協同組合担当者の４名をパネラーとしてパネルディスカッションを行いまし

た。 

パネラーからは、農福連携を開始するに当たっての留意事項、酪農現場における意義や必要性、

農業協同組合における農福連携の展望など様々な意見が出され、会場からは、「障がいのある

方々に、自分たちの存在をどこかで見いだせるような環境を提供してほしい」といった要望が出

されるなど、活発な意見交換が行われました。  

本セミナーをきっかけに、他地域でも新たな動きが広がり、今後、管内全域での取組に発展し

ていくことが期待されています。 
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ウ 外国人材 

（受入れが拡大する外国人材） 

 令和７年（2025年）の道内における外国人材の受入れは5万1,358人であり、このうち農業分野の受

入れは7,261人と製造業に次いで多く、この５年間で約２倍に増加しました。主に技術習得を目的とし

た「技能実習制度」と就労が目的の「特定技能制度」での受入れとなっており、地域農業に欠かせな

い存在となっています。 

 

図表3-1-22 外国人材受入れの推移（北海道）  

（単位：人） 

区  分 R1 2 3 4 5 6 7 

受入人数 24,387 25,363 25,028 27,813 35,439 43,881 51,358 

 うち農業分野 3,078 3,447 3,758 4,229 5,107 6,046 7,261 

資料：厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況」から集計（各年10月末日現在） 

  

図表3-1-23 外国人技能実習生の受入れ状況の推移（北海道） 

（単位：人） 

区  分 R1 2 3 4 5 

受入人数 11,218 12,293 7,892 8,666 9,681 

 うち農業分野 3,076 2,155 1,690 1,542 1,178 

  うち農業協同組合分 729 214 596 217 131 

資料：北海道総合政策部「外国人技能実習制度に係る受入状況調査」 

注：調査期間は、令和元年（2019年）以前は１月から12月。令和２年（2020年）より４月から３月。 

 

図表3-1-24 特定技能外国人の受入れ状況の推移（北海道） 

（単位：人）     

区  分 R2 3 4 5 6 7 

受入人数 610 2,013 5,309 8,297 11,880 16,379 

 うち農業分野 242 663 1,649 2,330 3,103 3,880 

資料：法務省出入国在留管理庁「特定技能１号在留外国人数」（各年12月末時点） 

 

 また、国は、令和６年（2024年）６月、技能実習制度及び特定技能制度をめぐる状況を鑑み、人材

育成と人材確保を目的とする新しい在留資格「育成就労」の創設など、両制度を見直す法改正を行

い、現在、令和９年（2027年）４月の運用開始に向けた準備が進められています。 
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～ 農林水産業が一体となり担い手確保を推進（オホーツク） ～ 

オホーツク管内は、全道でも有数の農林水産業の生産額を誇る地域でありながら、どの産業で

も高齢化や担い手不足、就業した若者や外国人材が他地域へ流出してしまうなど、担い手確保が

共通の大きな課題となっています。 

 これまでは労働力確保を各産業で個別に進めていましたが、令和７年度（2025年度）から農林

水産の関係者が連携し、担い手や就業者の確保・定着を目的として、「オホーツク つなぐ！農林

水担い手確保推進事業」を振興局独自事業として展開しています。 

 令和７年度（2025年度）は、オホーツクに「来てもらい（確保）」、「居てもらう（定着）」ため

農・林・水が連携し、３つの取組を実施しました。 

 就業者確保の取組として、福岡市で開催された就業フェアへ出展し、農林水産業の担当者が一

体となり、オホーツク地域や農林水産業の魅力・仕事内容の紹介を行いました。当日は18名（14

組）がブースを訪れ、来場者の中には移住・就業を具体的に検討している方もおり、今後もサポ

ートを行っていきます。 

 就業者定着の取組として、農林水産業に携わる若手就業者を集め、学習会と交流イベントを開

催しました。学習会では地域ブランディング（魅力化）の必要性について学習し、参加者からは

地域の魅力や強みを再認識できたとの感想が得られました。交流会では、同じ一次産業でも普段

は接点の少ない同年代同士が交流を深める機会となり、仕事以外の地域コミュニティが創出され、

若手就業者の定着につながることが期待されます。 

 また、農林水産業の重要な労働力である外国人材の確保・維持に向けて、各産業の優良事例を

踏まえたセミナーを開催しました。講師より外国人労働者の採用に関する制度の概要や道内の取

組事例について説明があり、参加者からは様々な質問が寄せられました。 

 今後も引き続き、オホーツク管内の一次産業就業者の確保及び定着に向けて取り組んでいきま

す。 

  

福岡市で開催した就業フェア 

「流氷オホーツクお仕事発信基地」 

若手就業者による交流会 
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(3) 営農支援組織 

ア コントラクター12（農作業受託組織）  

（農業経営を支えるコントラクター） 

 経営規模が拡大する中、1990年代に入ると、労働力不足への対応や生産コスト・機械コストの低減

などを目的に、道内各地でコントラクターが設立されるようになりました。 

 その後、大型機械を駆使して作業を行うコントラクターは、農業従事者の減少や高齢化が進行する

中、その役割が一層拡大し、今では、地域で効率的な農作業を行う生産基盤として機能しており、本

道農業の発展に欠かすことのできない存在となっています。 

 令和６年度（2024年度）末の道内のコントラクター数は、331組織となっており、地域別では、稲作

地帯の上川（80組織）、空知（58組織）、酪農地帯の根室（43組織）の順に多く、３地域で全道の半

分以上を占めています。 

  

図表3-1-25 コントラクター数の推移（北海道） 

区   分 H12年度 17 22 27 R2 3 4 5 6 

コントラクター数 94 229 311 330 329 333 333 334 331 

 うち畜産 77 159 164 162 147 141 144 138 136 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」（各年度末現在） 

 

図表3-1-26 地域別コントラクター数（北海道） 

区分 空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 計 

組織数 58  2  4  10  8 15  9 80 16  8 32 36  10 43 331 

割合(%) 17.5 0.6 1.2 3.0 2.4 4.5 2.7 24.2 4.8 2.4 9.7 10.9 3.0 13.0 100.0 

資料：北海道農政部「コントラクター実態調査」（令和６年度（2024年度）末） 

注：各地域の割合は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が一致しない。 

 

 

近年、道内のコントラクターにおいても、熟練者の引退によるオペレーター不足や経験の少ないオ

ペレーターの増加などが運営上の課題となっており、機械の計画的な整備に加えて、スマート農業技

術の活用による作業の効率化などを図っていく必要があります。 

  

 
12 農作業機械と労働力を有して、農家から農作業を請け負う組織。農業者による営農集団や農協のほか、民間企業によるものがある。 
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イ ＴＭＲセンター13 

（役割が増すＴＭＲセンター） 

 畜産経営における飼料調製作業を代行し、良質な飼料を安定的に供給するＴＭＲセンターは、令和

６年度（2024年度）は88組織となっています。 

畜産経営の規模拡大を支える営農支援組織としてＴＭＲセンターの役割は一層大きくなっていま

す。 

 

図表3-1-27 ＴＭＲセンター組織数の推移（北海道） 

  （単位：組織） 

H12年度 17 22 27 R2 3 4 5 6 

3 15 39 65 86 87 87 89 88 

資料：北海道農政部調べ 

 

ウ 酪農ヘルパー 

（利用が増加する酪農ヘルパー） 

 酪農経営は、搾乳や給餌作業など労働の周年拘束性が強いことに加え、飼養規模の拡大に伴う作業

時間の増加や休日の確保などが課題となっており、担い手が定着しにくい要因にもなっています。酪

農ヘルパーは、こうした労働環境に対応するため、酪農家が休日を取得したい時や突発的な病気・事

故が発生した際、酪農家に代わって搾乳や給餌などの作業を行っています。 

 酪農ヘルパーを派遣する組織（以下「利用組合等」という。）は、農業者による任意組合や有限会

社、有限責任事業組合等、令和７年度（2025年度）で85組織あり、道東や道北の酪農専業地帯では、

ほぼすべての市町村で設立されています。利用組合等の参加経営体数は3,963経営体で、利用組合等の

活動エリアにおける参加率は88.2％となっています。また、令和６年度（2024年度）の利用１経営体

当たり年間利用日数は25.8日で、前年に比べて1.0日（4.0％）増加しています。 

一方で、ヘルパー人員数は減少傾向にあり、利用組合等の持続的・安定的な組織運営に向け、人材

の育成・確保と待遇改善などが大きな課題となっています。このため、国では、令和８年度（2026年

度）から、ヘルパーの育成・確保に向けた事業を拡充し、ヘルパーを目指す大学生等を対象とした修

学支援に加えて、ヘルパーの給与引き上げに向けた支援を強化しており、道としては、ヘルパーの待

遇改善に向けた取組事例集を作成して優良事例を発信するとともに、関係機関・団体と連携し、組織

間におけるヘルパーの相互利用を促進するなど、酪農ヘルパーの育成・確保に取り組んでいます。 

 突発的な病気・事故等による長期間のヘルパー利用は、酪農経営において経済的負担が大きくなる

ことから、道内81組織による北海道酪農ヘルパー統合互助会が設立されており、酪農経営への経済的

負担軽減が図られています。 
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図表3-1-28 酪農ヘルパーの利用状況・ヘルパー人数の状況（北海道） 

区 分 

利 用 
組 合 
等 数 

 

乳用牛 
飼養経 
営体数 

 

利用組合 
等 活 動 
範 囲 内 
経営体数 

 
利  用 
組 合 等 
参 加 経 
営 体 数 
 

利 用 
組合等 
参加率 

 

延 べ 
利 用 
日 数 

 

利 用 １ 
経 営 体 
当 た り 
利用日数 

専  任 
ヘルパー 
人 数 

 

臨  時 
ヘルパー 
人 数 

 

  
（戸） 

 
（戸） 
（Ａ） 

（戸） 
（Ｂ） 

（％） 
(B/A) 

（日） 
 

（日） 
 

（人） 
 

（人） 
 

H12年度 94 9,950 8,377 6,926 82.7 74,077 12.3 370 647 

17 102 8,830 7,978 6,954 87.2 98,303 16.2 511 620 

22 96 7,690 7,026 6,271 89.3 99,750 18.2 497 476 

27 90 6,680 6,081 5,507 90.6 105,900 22.2 521 396 

 R2 86 5,840 5,291 4,875 92.1 89,179 23.6 491 310 

3 86 5,710 5,196 4,741 91.2 86,243 24.0 456 266 

4 86 5,560 5,010 4,590 91.6 83,657 24.3 455 245 

5 86 5,380 4,781 4,335 90.7 81,001 24.8 437 245 

6 85 5,170 4,645 4,120 88.7 78,271 25.8 411 272 

7 85 4,970 4,495 3,963 88.2 － － 400 279 

資料：(一社)酪農ヘルパー全国協会「酪農ヘルパー利用実態調査」（各年８月１日）、 

農林水産省「畜産統計」（各年２月１日） 

 注：１）利用１経営体当たり利用日数は、利用組合等活動区域における実数。 

２）利用組合等数は、（一社）酪農ヘルパー全国協会の会員である各都道府県団体に加入し、酪農ヘルパー事業を実施 

する組織の集計。 
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(4) 農業の国際交流の推進 

（広がる近隣諸国との国際交流） 

 本道では、明治２年（1869年）の開拓使設置以降、欧米の専門家の招へいや各種機械・種苗の導入

が進められるとともに、農業者の海外派遣などを通じ、進んだ西洋技術の導入や人材の育成が図ら

れ、今日の農業の基礎が築かれました。 

 こうした先人のたゆまぬ努力により、北海道には寒冷地型の農業技術が蓄積されており、近年で

は、本道の農業技術を気候風土が似ている近隣諸国の農業振興に役立てるため、農業の国際交流が盛

んに進められ、昭和61年（1986年）には、中国黒竜江省との間で「友好提携議定書」を締結、令和３

年（2021年）11月には農村環境整備に関する技術交流を目的とした協議書を締結しています。 

 また、平成25年（2013年）９月には、日本とモンゴル政府の間で「戦略的パートナーシップのため

の日本・モンゴル中期行動計画」を策定し、両政府が調査した本道の農業技術に関する知見を共有す

るとともに、平成27年（2015年）３月には、道とモンゴル国食糧・農牧業省との間で、食と農業分野

に関する経済・技術交流の一層の推進に向けた覚書を交わしています。 

 さらに、ニュージーランドとは、平成26年（2014年）８月から始まった「ニュージーランド北海道

酪農協力プロジェクト」において、北海道型放牧酪農モデルの普及に向け、ニュージーランドの関係

者が道内のモデル農場で放牧技術等を調査分析し、現在はその普及に向けた取組を行っています。 

これに伴い、平成29年（2017年）５月には、「北海道と在日ニュージーランド大使館とのパートナ

ーシップに関する覚書」を締結し、覚書に基づく酪農・畜産の技術協力に関する意見交換などの交流

を進めており、令和７年（2025年）５月には、ウェリントン市などで放牧酪農などに関する現地視察

や意見交換を行いました。 

このほか、カナダアルバータ州について、昭和48年(1973年)から北海道アルバータ酪農科学技術交

流協会が酪農の科学技術交流を通じ、酪農振興と親善を目的に活動しており、協会には北海道から、

名誉会長として知事、顧問として農政部長が、それぞれ就任しています。 

 

（ＪＩＣＡによる研修を通じて国際貢献） 

 独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）では、札幌市と帯広市に国際センターを設置し、世界の多

くの国から研修生を受け入れています。両センターでは、農村の振興や農業技術の普及、農業者の経

営指導など、それぞれの国の課題に応じた農業研修コースを開設しており、道や市町村、大学や農業

団体等は、これらの研修コースにおいて、視察対応や講師派遣などを行い、開発途上国の農業振興に

協力しています。 

 

（海外派遣による国際感覚を身につけた人材の育成） 

 道内では、昭和27年（1952年）から民間団体による青年農業者等の海外派遣が行われており、現在

までに数多くの研修生が派遣団体等を通じて海外に派遣されています。派遣先は、放牧酪農や園芸、

畑作等を学べるニュージーランドが多く、研修生は農業技術や国際感覚の習得に加え、海外で様々な

経験をすることで、帰国後は地域のリ一ダーとして活躍しています。 
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２ 農地の動向と土地利用 

 

（横ばいで推移する耕地面積） 

 令和７年（2025年）の全国の耕地面積は423万9,000haで、前年に比べ３万3,000ha（0.8％）減少し

ました。 

 本道の耕地面積も、平成２年（1990年）の120万9,000haをピークに、農地転用などによるかい廃面

積が農地開発などによる耕地の拡張面積を上回って推移していることから減少傾向にあり、令和７年

（2025年）は113万3,000haと、前年に比べ5,000ha（0.4％）減少しましたが、全国の耕地面積に占め

る本道の耕地面積のシェアは前年とほぼ同じ26.7％となっています。 

 

図表3-2-1 耕地面積等の推移（北海道） 

 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」（各年７月15日現在） 

注：Ｒ７年の畑計とは、普通畑、樹園地、牧草地の合計（内訳未公表のため） 

 

 また、令和６年（2024年）の本道における農作物の作付（栽培）延べ面積は、111万haで、前年に比

べ１万2,000ha（1.1％）減少しました。耕地の利用状況を表す耕地利用率は97.5％となっており、都

府県の利用率（90.4％）を7.1ポイント上回っています。 

 

図表3-2-2  農作物の作付（栽培）延べ面積と耕地利用率（田・畑計、北海道） 

                            （単位：ha、％） 

区 分 作付延べ面積 耕地利用率 
 

（参考）都府県 

H12年 1,176,000    99.2  92.9 
17 1,164,000    99.6 91.4 
22 1,147,000    99.2 89.8 
27 1,144,000    99.7 89.0 

  R2 1,129,000 98.8    88.6 
3 1,133,000 99.1    88.7 
4 1,130,000 99.0 88.5 
5 1,122,000 98.3 88.4 
6 1,110,000 97.5 90.4 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」（各年７月15日現在） 
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H22 27 R2 3 4 5 6

１号遊休農地 ２号遊休農地

3,822

651

（ha）

（年）

2,166

658669 674 665

（横ばいで推移する遊休農地の面積） 

農業委員会が農地法に基づき毎年行っている農地利用状況調査において確認された道内の遊休農地

面積は、令和６年度（2024年度）が651haで、前年に比べ14ha（2.2％）減少しました。 

 遊休農地は、中山間地域の傾斜地や排水条件の悪いほ場など、耕作条件が不利な場所に多く、一部

には相続登記されていないことなどにより、所有者が確認できない所有者不明農地が含まれます。 

今後、農業従事者の減少や高齢化の進行、所有者不明農地の発生による遊休農地の増加が懸念され

ており、遊休農地の発生防止や解消を図るため、地域の農業者や住民等が参画する地域組織等が主体

となった遊休農地の活用や所有者不明農地への利用権設定に向けた取組が進められています。 

 

図表3-2-3 遊休農地面積の推移（北海道） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「遊休農地に関する措置の実施状況調査」（令和２年（2020年）まで）、 

「遊休農地に関する措置の状況に関する調査」（令和３年度（2021年）から） 

 注：１）「１号遊休農地」とは、過去１年以上作物を栽培せず、耕作できる状態が保たれていない農地をいう。 

２）「２号遊休農地」とは、周辺農地と比較して利用の程度が著しく低い農地をいう。 

 

（低下傾向にある農地価格と賃借料）       

 農地価格は、需給関係の変化を反映しており、中田価格は昭和57年（1982年）をピークとして低下

傾向にあり、令和７年（2025年）は10アール当たり23万7,000円で、ピーク時に比べ45.2％の水準とな

っています。また、中畑価格も昭和59年（1984年）をピークに低下傾向にあり、令和７年（2025年）

は10アール当たり11万2,000円で、ピーク時に比べ48.5％の水準となっています。 

 契約賃借料についても低下が続いており、令和７年（2025年）には、10アール当たり田が9,643円、

畑が4,272円で、それぞれピーク時に比べ37.4％、58.0％の水準となっています。 

 こうした近年の農地価格と賃借料の低下は、経営規模の拡大を志向する農業者にとって農地の権利

取得を容易にしています。  
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図表3-2-4 農地価格（10アール当たり）の推移(北海道)      図表3-2-5 契約賃借料（10アール当たり）の推移(北海道) 

資料：(一社)北海道農業会議「田畑売買価格等に関する調査」   資料：(一財)日本不動産研究所「田畑価格及び賃借料調」 

 

（減少した農地の権利移動） 

令和５年（2023年）に権利移動のあった農地及び採草放牧地の面積は８万4,328haで、前年に比べ 

１万2,593ha（13.0％）減少しています。このうち、売買と賃貸借による権利移動面積（農地流動化面

積）は６万4,856haで、前年に比べ4,471ha（6.4％）減少しています。 

 権利の種類別では、売買は２万6,288haで、前年に比べ3,504ha（15.4％）増加、賃貸借は３万

8,568haで、前年に比べ7,975ha（17.1％）減少しています。 

 また、権利移動のあった面積に占める売買と賃貸借の割合をみると、賃貸借が売買を上回ってお

り、令和５年（2023年）は、賃貸借が45.7％、売買が31.2％となっています。 

 

図表3-2-6 農地及び採草放牧地の権利形態別移動面積の推移（北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」（平成21年（2009年）まで） 

「農地権利移動・借賃等調査」（平成22年（2010年）から） 

注：１）（ ）は、売買と賃貸借の合計面積（農地流動化面積）。 

２）賃貸借及び使用貸借は、権利の設定のみで、移転はその他に含まれる。 
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（農地等の転用面積）  

 本道の農地等の転用面積は、近年は横ばい傾向で推移しています。令和５年（2023年）は653haで、

前年に比べ227ha（25.5％）減少しました。  

 その内訳は、鉱・工業等用地が最も多く、次いで農業用施設用地となっています。 

 

図表3-2-7 農地及び採草放牧地の用途別転用面積の推移（北海道） 

資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」（平成21年（2009年）まで）、 

「農地権利移動・借賃等調査」（平成22年（2010年）から） 

注：１）面積は、農地法に基づく転用とそれ以外の転用の合計で、農業経営基盤強化促進法に基づく転用は除く。 

  ２）「その他」は、植林、資材置き場、流通業務等施設、レジャー施設、学校・公園等用地等。 

 

（確保が求められる優良農地） 

 農業振興地域の整備に関する法律に基づき道が指定している農業振興地域の面積は、令和６年  

（2024年）12月末で293万3,918haと、本道の総土地面積の35％となっています。このうち、市町村が

定める農用地区域の面積は130万7,252haで、前年に比べ5,562ha（0.4％）減少しました。 

 令和７年（2025年）６月に国の基本指針が見直され、道においても、令和８年（2026年）３月に

「北海道農業振興地域整備基本方針」を変更し、令和17年（2035年）時点で確保すべき農用地区域内

の農地面積の目標を112万haと定めています。令和６年（2024年）12月末の農用地区域内の農地面積は

112万1,495haと、目標を上回る状態にありますが、今後も農地のかい廃が見込まれる中にあって、引

き続き、農用地区域への編入促進や荒廃農地の発生防止、解消などにより優良農地を確保することが

求められています。 
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～ 北海道農業振興地域整備基本方針の変更 ～ 

 道では、農業生産に必要な農用地等の確保及び国民に対する食料の安定供給などのため、農業

振興地域の整備に関する法律（以下「農振法」という。）に基づき、北海道農業振興地域整備基本

方針（以下「基本方針」という。）を策定しています。基本方針では道内の農用地等の確保に関す

る事項などを定めており、昭和45年（1970年）の策定後、農業情勢や施策がめまぐるしく変わる

中においても、優良農地の確保という目的を果たしてきました。 

近年、国では、令和６年（2024年）の食料安全保障強化に向けた農地制度の見直しや令和７年

（2025年）の「農用地等の確保等に関する基本指針」の変更等により、農地の総量確保と適正利

用のための措置が強化され、農業振興地域制度が大きく変わっています。 

 道ではこの基本指針の変更を受けて、令和８年（2026年）３月に基本方針の変更を行い、令和

17年（2035年）の道における農用地区域内農地の面積目標について、基本指針で示された「都道

府県の農用地区域内において確保すべき農用地の面積の目標の設定基準」を踏まえ、112万haと設

定しました。 

 今後は、編入要件を満たす農地の積極的な編入や除外の抑制等の取組を一層推進するよう市町

村に働きかけるほか、面積目標の達成に影響を及ぼすおそれがあると認められるときには、市町

村に対して影響緩和措置を講ずるよう求めるなど、基本方針で掲げている農用地面積の確保に向

けて取り組んでいきます。 

図表3-2-8 確保すべき農用地等の面積の目標（北海道） 

   令和５年（2023年）現在の農用地区域内の農地面積      112.3万ha  

 

す  う  勢 令和17年までの農地の増減 施 策 効 果 令和17年までの農地の増減 

 農用地区域からの除外      △1,100 ha  農用地区域への編入促進      ＋ 800 ha 

 荒廃農地の発生      △ 800 ha  荒廃農地の発生防止      ＋    0 ha 

   荒廃農地の解消      ＋  800 ha 

 

 

令和17年（2035年）時点の農用地区域内農地の面積（すう勢のみ） 112.1万ha 

 

                         独自に考慮すべき事由（基礎調査等）△2,100ha  

 

   令和17年（2035年）の農用地区域内の農地面積の目標      112万ha  

資料：北海道農業振興地域整備基本方針（令和８年（2026年）３月公表）より抜粋 
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（地籍調査を計画的に推進） 

 地籍調査は、地籍の明確化により、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化を図るため、国土

調査法に基づき昭和27年度（1952年度）から市町村が主体となって実施しています。 

 一筆ごとに所有者、地番、地目を調査し、土地の境界位置や面積等の測量成果を地籍図及び地籍簿

にまとめて登記所（「法務局、地方法務局・その支局及び出張所」をいう。）に備えており、土地の

境界トラブルの未然防止、効率的な社会資本整備の実施及び災害発生時の復旧復興事業の迅速な実施

などに寄与しています。 

地籍調査を計画的に実施するため、国土調査促進特別措置法では、十箇年計画の作成を求めてお

り、現在は、令和２年（2020年）５月に策定した第７次国土調査事業十箇年計画に基づいて実施して

います。 

 地籍調査対象面積は、本道の総面積８万3,422㎢の55％に当たる４万6,016㎢で、令和７年度（2025

年度）は、22市町村が17.4㎢の調査を実施し、令和７年度（2025年度）末までの実績面積は２万 

8,572㎢、進捗率は62％となっています。 

 東日本大震災の被災地において地籍調査の有無が復旧・復興のスピードに影響したことなどから、

地籍調査は全国的に重要性が再認識されて、国は防災対策や社会資本整備などの施策の推進を図るた

め、新たな測量技術の導入の促進による事業の効率化に取り組むことなどにより、市町村が計画的に

地籍調査を実施できるよう取り組んでいます。 

 
図表3-2-9  地籍調査の実施の状況 

    （単位：㎢、％） 

調査対象 
面  積 

a 

年 度 別 実 施 面 積 実 施 
面 積 

b 

進捗率 
 

b/a H22年度 27 R2 3 4 5 6 7 

46,016 50.9 55.3 33.7 27.2 20.7 18.6 18.6 17.4 28,572 62.1 

資料：北海道農政部調べ 
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３ 担い手への農地の集積・集約化 

 

(1) 新たな農地施策の推進 

（将来の農地利用の姿を明確化した「地域計画1」の策定） 

国は、高齢化・人口減少が本格化する中で、全国的に農業者の減少や耕作放棄地の拡大が更に加速

化し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念されるとして、農業経営基盤強化促進法（以

下「基盤強化促進法」という。）などの農地関連法を改正し、令和５年（2023年）４月に施行しまし

た。 

 この改正により、これまで市町村が策定していた、担い手と農地に関する将来計画である「人・農

地プラン」が法定化され、新たに「地域農業経営基盤強化促進計画」（以下「地域計画」という。）と

して令和６年度（2024年度）末までに市町村で策定・公告することとされました。 

地域計画は、将来の地域農業の在り方のほか、目標とする農地利用の将来像を目標地図として明ら

かにしたものであり、市町村は、農業者や農業委員会等地域の関係者と話合いを実施し、農業委員会

が関係団体と協力して作成する目標地図の素案を基に地域計画を定めることとされています。令和７

年度（2025年度）末時点で道内の基本構想を定める全市町村（172市町村489地区）で地域計画が策定

されています。 

また、地域計画は、将来の受け手に農地が集積・集約化された地域の実現に向け、策定後も年に 

１回以上協議の場を開催し、ブラッシュアップを進めていくことが重要となっています。 

 

図表3-3-1 地域計画の策定手順 

 

 

 

 
1 農業経営基盤強化促進法第 19 条の規定に基づき、市町村が農業者等の協議の結果を踏まえ、将来の農地利用の姿を明確化し、公表したも

の。 
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（農地バンクを中心とした農地の集積・集約化と権利移動） 

平成26年（2014年）３月に施行された農地中間管理事業の推進に関する法律（以下「農地バンク

法」という。）に基づき、本道では、北海道農業公社が、公的な農地の中間的受け皿となる農地中間

管理機構2（以下「農地バンク」という。）として知事の指定を受け、同年４月から農地中間管理事業

を開始しました。農地中間管理事業は、地域内の分散し錯綜した農地利用を整理し、担い手ごとに集

約化する必要がある場合などに農地バンクが農地の所有者から農地を借受け、担い手がまとまりのあ

る形で利用できるよう貸付ける制度です。この制度を活用して令和７年度（2025年度）に農地バンク

が新たに借受けを行った面積は32,734haとなっています。 

また、離農農家や規模縮小経営等から農地を買入れて担い手に売渡し、又は一定期間貸付けした後

に売渡しを行う農地売買支援事業3は、農地バンクが行う農地中間管理機構事業の特例事業として実施

されており、令和７年度（2025年度）における新たな買入れは12,456haとなっています。 

これらの農地中間管理機構事業については、令和５年（2023年）４月に施行された基盤強化促進法

の改正で、市町村が作成する「農用地利用集積計画」による農地の権利移動の手法が廃止され、地域

計画の公告後は、農地バンク法に基づき農地バンクが作成する「農用地利用集積等促進計画」による

手法に統合・一体化されたことから、令和７年度（2025年度）は借受け・買入れともに前年度を大き

く上回る状況となっています。 

 

図表3-3-2 農地中間管理機構事業の実績の推移（北海道）                                        

                                                               （単位：ha、件） 

区   分 H26年度 R3 4 5 6 7 

農

地

中

間

管

理

機

構

事

業 

農地中間 

管理事業 

借受 
3,549  1,136  888  500 1,064 32,734 

(233) (75) (55) (49) (226) (5,215) 

貸付 
3,426  1,430  1,165  678  1,209 32,891 

(231) (124) (93) (69) (261) (5,061) 

農地売買 

支援事業 

買入 
6,302  4,560  5,250  6,449  6,922 12,456 

(679) (539) (591) (639) (715) (2,089) 

売渡 
5,885  6,037  6,067  9,702  6,143 11,027 

(804) (865) (850) (1,157) (843) (2,106) 

貸付・売渡の合計 
9,311  7,467  7,232  10,380  7,352 43,918 

(1,035) (989) (943) (1,226) (1,104) (7,164) 

資料：北海道農政部調べ（各年度末現在） 

  注：１）( )は件数。 

  ２）貸付は、借入期間満了などによる再設定手続きを含む。 

 

 

 

 

 

 
2 農地中間管理事業に係る業務の実施主体として、農地保有合理化法人に代わって、都道府県に一つに限って指定された法人。 
3 農地中間管理機構が離農農家等から農地を買入れて、規模拡大により経営の安定化を図ろうとする農業者に対して農地を売渡し、又は一定

期間貸付けを行った後に売渡す事業。 
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図表3-3-3 農地の権利移動  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 担い手 4への農地の集積・集約化    

（担い手への農地の利用集積率は９割を超えて推移） 

 令和６年度（2024年度）の担い手への農地利用集積率は92.5％で、平成28年度（2016年度）以降、

９割を超えて推移しています。 

 専業的で大規模な農業経営を主体とする本道では、認定農業者等の担い手の育成・確保を進めてお

り、これらの担い手への農地の集積・集約化が進んでいますが、今後、高齢化や後継者不足などによ

りリタイアが想定される認定農業者の農地を、地域計画に位置付けられた担い手に円滑に集積・集約

化していくことが必要です。 

 

図表3-3-4 担い手への農地利用集積面積の推移（北海道） 

 
資料：農林水産省「耕地及び作付面積調査」、北海道農政部調べ 
注：北海道の耕地面積は各年度７月15日現在、担い手への農地利用集積面積は各年度３月末現在。 

 

 

 

 
4 認定農業者、認定新規就農者及び市町村基本構想の水準到達者並びに集落営農組織等をいう。 
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～「北海道農業経営基盤強化促進基本方針」を策定しました～ 

 
 道では、「農業経営基盤強化促進法」（昭和55年法律第65号）に基づき、「北海道農業経営基盤強

化促進基本方針」を令和８年（2026年）３月に策定しました。 

本道農業の持続的な発展を図っていくためには、効率的かつ安定的な農業経営を育成・確保する

とともに、これらの担い手に農用地を利用集積・集約化させることが重要であるため、次のとおり

指標や目標を定め、関係施策等を推進することとしています。 

 

○北海道農業経営基盤強化促進基本方針のポイント 

【効率的かつ安定的な農業経営が目標とすべき所得水準及び労働時間】 

目標年間農業所得 主たる従事者一人あたり おおむね520万円 

目標年間労働時間 主たる従事者一人あたり 1,700～2,000時間程度 

 

【新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき所得水準及び労働時間】 

  「効率的かつ安定的な農業経営が目標とすべき所得水準及び労働時間」の水準をおおむね達成

することを目標とする。 

ただし、農外からの就農者や農家子弟のうち親から独立した経営を開始する者の所得水準は  

おおむね５割とする。 

 

【効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標】 

上記の目標年間農業所得及び労働時間を達成しうる農業経営の指標として、道内の先進的な経

営事例をもとに、現在開発されている技術によって実現可能な営農類型として25類型を例示す

る。 

 

【新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標】 

  「効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標」と同様に、農外からや親から独立した経営を開

始する者の営農類型として５類型を例示する。 

 

【新規就農者数】 

毎年、480人を確保 

 

【農業法人数】 

令和17年度（2035年度）における農業法人数 5,600経営体 

 

【認定農業者等への農地利用集積率】 

  本道農用地面積の95％程度 
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